
 

 

１ 制度概要 

⑴ 根拠法令 

地方自治法第 252 条の 14～第 252 条の 16 

 
⑵ 目的・効果 

事務の委託は、地方公共団体の事務の一部の管理及び執行を、他の地方公共団体

に委ねることにより行政運営の効率化・合理化を図る制度である。 
事務を受託した地方公共団体が受託事務の範囲において自己の事務として処理す

ることにより、委託した地方公共団体が、自ら当該事務を管理及び執行した場合と

同様の効果が生じる。当該事務についての法令上の責任は、受託した地方公共団体

に帰属することとなるので、委託した地方公共団体は、委託の範囲内において、委

託した事務の執行及び管理する権限を失うことになる。 
委託事務に要する経費は、すべて、委託した地方公共団体が受託した地方公共団

体に対する委託経費として予算に計上し負担すべきであり、その経費の支弁の方法

は規約で定める。 
 

 
（総務省資料） 

⑶ 実施主体 

事務の委託の主体には、普通地方公共団体のほか、特別区及び地方公共団体の組

合（一部事務組合等）がある。事務の委託は、一般的に市町村間、都道府県間のほ

か、市町村と都道府県の間、普通地方公共団体と一部事務組合等の間でも可能であ

る。 
ただし、一部事務組合が受託の当事者となる場合には、受託事務は当該事務組合

の処理する事務と同種の事務の範囲にとどまることが必要である。 
 

質疑応答  

● 一部事務組合の事務の委託 

（昭 28.４.１ 自行行発第 64 号 宮城県総務部長宛 行政課長回答） 

問１ 一部事務組合の事務の一部を普通地方公共団体に委託することができるか。 

 ２ できる場合においても、監査委員を置かない一部事務組合において監査委員の職務を 

  管理者が行っているとき（出納月例検査、決算、審査等）、これらの事務を普通地方公 

  共団体に委託し、当該普通地方公共団体の監査委員を執行させることはできないと思わ 

  れるがどうか。 

答１ お見込のとおり。 

 ２ できる。 

第６ 事務の委託 



 

２ 諸手続 

⑴ 事務の委託 

 ア 委託手続 

事務を他の地方公共団体に委託する場合の手続については、協議会を設置する

場合と同様の規定を準用することとされている（法 252 の 14③）。 

        したがって、関係地方公共団体において事実上の協議を行った上で、それぞれ 

の議会の議決を経て行う協議により規約を定め、事務を委託した旨及びその規約 

を告示するとともに、都道府県が当事者となる場合には総務大臣に、それ以外の 

場合には知事に届け出なければならない（法 252 の２②及び③準用）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ地方公共団体の議会の議決 Ｂ地方公共団体の議会の議決 

Ｂ地方公共団体の長が議案を議会に提出  

事務の委託手続の流れ 

Ｂ地方公共団体 

都道府県が当事者

になる場合は総務

大臣 

市町村が当事者に

なる場合は都道府

県知事 

Ａ地方公共団体の長が議案を議会に提出  

Ａ・Ｂ地方公共団体の長の協議 

Ａ地方公共団体 関係団体の事実上の協議 

委託の届出 

告 示 告 示 



 

■ 事務の委託の議案（参考例） 

【事務を委託する場合】 

議案第○○号 

   ○○に関する事務の委託について 

 地方自治法第252条の14第１項の規定により、○○に関する事務の管理及び執行を○市（町村）に委託

するため、次のように規約を定め、事務を委託する。 

  平成○年○月○日提出 

                             ○ 町（市村）長  氏    名 

○○に関する事務の委託に関する規約（略） 

 

【事務を受託する場合】 

議案第○○号 

   ○○に関する事務の受託について 

 地方自治法第252条の14第１項の規定により、○○に関する事務の管理及び執行を○町（市村）から受

託するため、次のように規約を定め、事務の委託を受ける。 

  平成○年○月○日提出 

                             ○ 市（町村）長  氏    名 

○○に関する事務の委託に関する規約（略） 

 

□ 事務の委託及び規約の告示（参考例） 

○市（町村）告示第○○号 

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の14第１項の規定により、○市（町村）との間に次のとお

り○○に関する事務の委託をした。 

  平成○年○月○日 

                             ○ 町（市村）長  氏    名 

○○に関する事務の委託に関する規約（略） 

 

       質疑応答  

● 事務の委託とその適用法規 

（昭 30.12.16 自丙行発第 84 号 広島県知事宛 行政部長回答） 

問１ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法に基づく市町村の災害復旧事業について、県

が市町村から工事の設計、監督、請負契約の締結、請負代金の支払等を委ねられる場合

には、第 252 条の 14 の規定の適用があると解してよいか。 

２ 適用があるとすれば、同条は、公法行為、私法行為、又は事実行為の区別なく、公

共団体相互間におけるすべての事務の委託についても適用があると解してよいか。 

答１ 第 252 条の 14 の規定に基づく事務委託によることもさしつかえないが、私法の契約

によることもさしつかえない。 

２ お見込のとおりであるが、私法上の関係については私法契約によることもできる。 



 

イ 規約 

  (ｱ) 規定すべき事項 

        事務の委託を行う場合、規約を定めることとされており、規約の必要的記載

事項として、次の４項目を掲げている（法 252 の 15）。 

 

① 委託する普通地方公共団体及び委託を受ける普通地方公共団体 

② 委託事務の範囲並びに委託事務の管理及び執行方法 

③ 委託事務に要する経費の支弁の方法 

④ 前各号に掲げるもののほか、事務委託に関し必要な事項 

 
(ｲ) 規約例   

以下に、規約例を掲げる。 

 

       ○○に関する事務委託に関する規約 

    

（委託事務の範囲） 

第１条 ○町は、次に掲げる事務（以下「委託事務」という。）の管理及び執

行を○市に委託する。 

 ⑴ Ａに関する事務 

 ⑵ Ｂに関する事務 

 （管理及び執行の方法） 

第２条 前条に掲げるＢに関する事務の管理及び執行については、○町の条例

及び規則その他の規程（以下「条例等」という。）の定めるところによるも

のとする。 

（経費の負担） 

第３条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、○町の負担とし、○町はあ

らかじめ、これを○市に交付するものとする。 

２ 前項の経費の額及び交付の時期は、○市長が○町長と協議して定める。こ

の場合において、○市長は、あらかじめ、委託事務に要する経費の見積に関

する書類（事業計画案その他財政計画の参考となるべき書類を含む。）を○

町長に送付しなければならない。 

（予算の計上） 

第４条 ○市長は、その委託を受けた事務の管理及び執行にかかる収入及び支

出については、○市歳入歳出予算において分別して計上するものとする。 

（使用料） 

第５条 委託事務の管理及び執行に伴い徴収する使用料の収入は、すべて○市

の収入とする。 

（経費の繰越使用） 

第６条 ○市長は、各年度において、その委託事務の執行にかかる予算に残額

がある場合においては、これを翌年度における委託事務の管理及び執行に要

○市 
○町 



 

する経費として繰り越して使用するものとする。この場合においては、○市

長は繰越金の生じた理由を付記した計算書を当該年度の出納閉鎖後速やか

に○町長に提出しなければならない。 

  （決算の場合の措置） 

第７条 ○市長は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第６項の規

定により、決算の要領を公表したときは、同時に当該決算の委託事務に関す

る部分を○町長に通知するものとする。 

（連絡会議） 

第８条 ○市長は、委託事務の管理及び執行について連絡調整を図るため、○

町長と年○回定期に連絡会議を開くものとする。ただし、○町長の申し出が

ある場合においては、臨時に連絡会議を開くことができる。 

（条例等改正の場合の措置） 

第９条 委託事務の管理及び執行について適用される○町の条例等の全部若

しくは一部を変更しようとする場合においては、○町は、あらかじめ○市に

通知しなければならない。 

（条例等改正の場合の措置及び公表） 

第 10 条 委託事務中Ａに関する事務に適用される○市の条例等の全部若しく

は一部が改正された場合においては、○市は直ちに当該条例等を○町に通知

しなければならない。 

２ 前項の規定による通知があったときは、○町は直ちに当該条例等を公表し

なければならない。 

附 則 

１ この規約は、平成○年○月○日から施行する。 

２ ○町長は、この規約の告示の際、併せて委託事務に関する○市の条例が、

○町に適用される旨及びこれらの条例等を公表するものとする。 

３ 委託事務の全部若しくは一部を廃止する場合においては、当該委託事務の

管理及び執行にかかる収支は、廃止の日をもってこれを打切り、○市長がこ

れを決算する。この場合、決算に伴って生ずる剰余金は、速やかに○町に還

付しなければならない。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

⑵ 委託した事務の変更及び廃止 

 委託した事務を変更し、又はその事務の委託を廃止しようとするときは、事務

の委託をする場合と同様の手続により、それぞれ行わなければならない（法 252

の 14③）。 

■ 委託した事務の変更の議案（参考例） 

議案第○○号 

   委託した○○に関する事務の変更について 

 地方自治法第252条の14第２項の規定により、○市（町村）に委託した○○に関する事務を○○に関す

る事務に変更し、規約を次のように変更するものとする。 

  平成○年○月○日提出 

                                ○ 町（市村）長  氏    名 

 ○○に関する事務委託に関する規約の一部を変更する規約（略） 

 

□ 委託した事務の変更の告示（参考例） 

○市（町村）告示第○○号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の14第２項の規定により、○市（町村）に委託した○○に

関する事務を○○に関する事務に変更し、規約を次のとおり変更した。   

  平成○年○月○日 

                               ○ 町（市村）長  氏    名 

   ○○に関する事務委託に関する規約の一部を変更する規約（略） 

 

 

■ 委託した事務の廃止の議案（参考例） 

議案第○○号 

   ○○に関する事務の委託の廃止について 

 地方自治法第252条の14第２項の規定により、○市（町村）に委託した○○に関する事務の委託を廃止

するものとする。 

  平成○年○月○日提出 

                                 ○ 町（市村）長  氏    名 

 

□ 委託した事務の廃止の告示（参考例） 

○市（町村）告示第○○号 

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の14第２項の規定により、○市（町村）に委託した○○に

関する事務の委託を廃止した。 

  平成○年○月○日 

                               ○ 町（市村）長  氏    名 

  


